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※本アニュアルレビューにおける2023年度とは2022年7月から2023年6月末を指し、
記載の数字は2023年6月末時点の数字を指します。
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幅広い専門家の力を結集し

社会の複雑な課題を解決

　PwCは「社会における信頼を構築

し、重要な課題を解決する」ことを

パーパス（Purpose）に掲げ、自らの存

在意義としています。 また、世界中に

重要な変化が数多く存在し、それらが

一斉に進行する時代において、企業

や組織が社会から信頼され持続的に

価値を創出する存在となるように、幅

広い専門家の力を結集して貢献する

ことを、私たちの経営ビジョンとして

います。

　PwC Japanグループ（以下、PwC 

Japan）では、会計・監査や税務、法務

の専門家に加え、経営戦略、リスク管

理、テクノロジー、M&A、事業再生、さ

らには各種業界などの幅広い専門家

がスクラムを組み、クライアントや社

会の複雑な課題の解決に取り組んで

います。 2023年度も1,000人規模で

多様な専門家を採用し、体制を強化

しています。 私たちは、人ならではの

発想や経験を、テクノロジーを活用す

ることで革新的なものに仕上げてい

ます。 さらに、世界151カ国に展開す

るPwCグローバルネットワークの、多

様ながらも高い業務品質を一貫して

担保できる専門家の力を結集し、また

産官学連携などを通じて外部の専門

家とも協力することで、パーパスやビ

ジョンの遂行に日々努めています。

　相互に影響し合う複雑な課題を

Our Purpose &
Strategy

社会からの信頼構築と
持続的な成果の創出を通じて
不透明な時代の舵取りを支援

木村  浩一郎
PwC Japanグループ 代表
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解決すべく、多様な専門家が力を合

わせ、相乗効果を発揮することを私た

ちは大切にしています。 異なる分野

の高度な専門家が、強い信頼感の中

で力を合わせ、より大きな価値の創出

に取り組む場がまさにPwCです。

5つのメガトレンドに対する

PwCならではの取り組み

　私たちは、社会の変化を長期的な

視点で捉え、「気候変動」「テクノロ

ジーによる新しい価値の創造」「人口

動態の変化」「世界の分断」「社会の

不安定化」の5つのメガトレンドとして

整理しています。 今世界で起きている

さまざまな出来事は、1つ1つを見れ

ば過去にも類似のものが発生してい

ますが、それらが同時に起きることで、

課題解決をさらに難しくしています。

　気候変動については、急激な変化

の中でも事業の持続可能性を高める

べく、事業構成や事業の態様を変革

する経営戦略の策定と変革推進を支

援しています。 また、温室効果ガスの

排出量など企業が開示する情報を検

証し保証を付す業務や、炭素税や環

境税を含む世界規模での税務ガバナ

ンス、さらには人権に関する法務の観

点からの支援も行っています。 気候

変動問題などに起因する持続可能性

に関する課題の解決には、幅広い専

門家の関与が必要です。 私たちはこ

れらの人材への投資を長年にわたり

行っています。

　欧州は気候変動問題の解決に積

極的に取り組んでいます。 しかし、私

たちのいるアジアと欧州では、有効に

使える自然エネルギーや人口動態、

設備年齢などさまざまな違いがあり

ます。 これからも成長が期待され、ま

た必要とされているアジアには、独自

の対応が求められます。 PwC Japan

は、サステナビリティ経営に取り組む

日本企業12社（2023年10月時点）の

トップの皆様とともにエグゼクティブ・

サステナビリティ・フォーラム※1を発足

し、アジア特有の成長モデルについて

の議論を重ねています。 現在は、循環

型経済を実現する事業モデルを題材

とし、アジア企業との協議も始めてい

ます。 今後、この活動の成果を広く発

信してまいります。

　テクノロジーによる新しい価値の

創造は無限の可能性を秘めていま

す。 技術の進歩のみならず、新しい技

術が一般に広く使われるようになって

いる、いわば技術の民主化が急速に

進んでいるところに特に大きな期待

が寄せられています。 これにより、業

務効率の改善のみならず、事業や経

営に大きな変革がもたらされ、新しい

価値創造の機会にもなっています。

PwC JapanのTechnology Labo-

ratory※2では、先進技術の分析や実

証を行っています。 私たちは、PwC内

部の専門家のみならず、学術界をは

じめとする外部の専門家や組織とも

連携し、生成人工知能（AI）や3次元空

間情報、量子技術といった新しい技

術の社会実装に向けた研究を通じ

て、より望ましい社会の実現を目指し

ています。 少し先の技術を安心して使

えるようにすることは、社会における

信頼の構築という観点で極めて重要

であり、AIガバナンスなど、そのため

の基準や規則づくり、さらには適切な

運用にも積極的に貢献します。

　人口動態の変化により、日本は労

働人口が毎年1％ずつ減少する深刻

な事態に直面しています。 このような

中でも成長を続けるためには、人手

不足をテクノロジーで補うだけでな

く、人ならではの発想力や経験に、革

新的な技術を適合させることが必要

です。 これにより持続的な価値を創

出し、社会における信頼を構築するこ

とこそ、PwCの存在意義であると私

たちは自覚しています。

　多様性を尊重することはもちろん、

幅広い包摂性を一人一人が実践する

ことで、急速な変化への対応力を高

め、私たち自身が社会から信頼いた

だけるよう努めます。

　世界の分断は、国内のみならず世

界の政治や経済の課題が、各社の事

業活動に与える影響の拡大という形

で如実に表れています。 サプライ

チェーンの見直しと再構築はその典

型的な例であり、効率化の追求から地

政学リスクや経済安全保障への対応

に重点が移る中、各企業が明確な戦

略を持って取り組むべき課題となって

います。

　このような急激な変化の中では、

受け身で得た情報のみでなく、多角

的な視点による分析を通じて、先見

性に優れた判断を行う必要がありま

す。 私たちは、PwCのシンクタンク部

門であるPwC Intelligence※3におい

て、内外のネットワークを駆使して

データや事実を収集し、専門家の知

見や洞察も活かした総合知として提

供することで、クライアントの変革を

支援しています。

　社会の不安定化は、これまで述べ

てきた4つの要素が相互に作用しな

がら、その影響を増幅させている結果

と見ることができます。 現代の社会に

は、信頼の明らかな揺らぎが見られま

す。 これを放置することはできませ

ん。 私たちは、全てのクライアントの

パーパスを正しく理解し、それがより

良い社会づくりにどのように貢献する

のかを見極めた上で、その社会への

インパクトを最大化すべく、PwCの総

力を結集して専門サービスの提供に

邁進してまいります。 これこそが、私

たちのパーパスを実現する道です。

持続的な成長を裏づける

高い倫理観と正義の追求

PwC Japanはおかげさまで持続

的な成長を遂げ、約11,500人を擁す

るまでになりました。 業務収益も、10

年前の3倍となりました。

　幅広い分野の多様な専門家が集

い、お互いの信頼関係の下で大きな

成果を出し続けるためには、パーパ

スと価値観を全員で共有することに

加え、全ての行動が職業専門家とし

ての高い倫理観に裏打ちされていな

ければなりません。 変化の加速する

社会において、世界で活躍し、また信

頼される専門家であり続けるために、

私たちPwCの行動指針についてもグ

ローバルネットワーク全体で見直し

を加えました。 常に謙虚かつ客観的

に自らを振り返り、皆様にもご指導い

ただきながら、正義を追求し続けてま

いります。

さる2023年12月1日に、PwCあら

た有限責任監査法人とPwC京都監

査法人が合併し、PwC Japan有限

責任監査法人となりました。 PwC 

Japanグループでは、これからも全法

人が一丸となって、社会における信

頼を構築し、重要な課題を解決する

べく、力を尽くしてまいります。

※1 エグゼクティブ・サステナビリティ・フォーラム
https://www.pwc.com/jp/ja/services/sustainability-coe/executive-sustainability-forum.html

※2 Technology Laboratory
https://www.pwc.com/jp/ja/technology-laboratory.html

※3 PwC Intelligence
https://www.pwc.com/jp/ja/services/consulting/
intelligence.html

PwC Japanグループ　代表　 PwC Japan合同会社　代表執行役
公認会計士。 2012年～2020年、あらた監査法人（2016年よりPwCあらた有限責任監査法人）代表執行役。 
2016年、PwC Japanグループ代表就任。 2019年、PwCアジアパシフィック バイスチェアマン就任。

木村  浩一郎

メガトレンド「私たちが生きる世界をつくり変える5つのグローバルシフト」
https://www.pwc.com/jp/ja/issues/megatrends.html

5つのメガトレンド

気候変動 テクノロジーによる
新しい価値の創造

世界の分断 人口動態の変化

社会の不安定化
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PwC Japanの業務収益は、2023年度も2桁の成長を続け、2,500億円に達しました。
より複雑化するクライアントの経営課題に対し、幅広い分野の専門家がチームとなって支援しています。

Business

2023年度のPwC Japan全体のメンバーは約11,500人となりました。
多様な専門性を持つプロフェッショナルの採用を継続し、
一人一人が強みを発揮できるインクルーシブなカルチャーの醸成と柔軟な働き方ができる環境づくりを推進しています。

People & Culture

気候変動への対応を重要な社会課題の1つと捉え、
業務活動によって発生する温室効果ガスを2030年までに
実質ゼロ（ネットゼロ）とすることを掲げています。 
そのために業務のあり方の見直しや再生可能エネルギーの
利用を進める他、クライアント、サプライヤー、
公的機関などとの連携を強化しています。

Net Zero

2023年度のコミュニティ支援活動は、
PwC Japanメンバーの参加者が約500人となり、
総従事時間は14,000時間を超えました。
PwC Japanは、プロボノおよびボランティア活動に
参加しやすい環境づくりと施策の拡充に力を入れ、
社会の変革に貢献しています。

Social Impact

JBN所在国／拠点

※2023年7月1日現在
41カ国／110都市

JBN人員数

754人うち日本語対応可能534人

2022 202320212020201920182017201620152014

2,279億円

2,506億円
2,056億円

202220212020201920182017201620152014 2023

12,000
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6,000

4,000

約9,400人
約10,200人

約11,500人

約9,000人
約8,100人

約7,300人
約6,300人

約5,500人
約5,000人

約4,000人

1,867億円
1,647億円

1,466億円
1,223億円

1,024億円
865億円

673億円

PwC Japanグループの業務収益

PwC Japanグループの人員

女性比率

電力使用の再生可能エネルギー比率

コミュニティ支援活動（プロボノ・ボランティア）

ピープル・エンゲージメント・
インデックス（PEI）

Japanese Business Network（JBN）

0

3,000
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2,000

1,500

2,500

所在国

■ パートナー ■ 管理職※ ■ シニアアソシエイト※
職階別比率全　体

インクルージョン＆ダイバーシティの重要なテーマの1つとしてジェンダーダイバーシティに取り組んで
います。 2030年までのなるべく早い時期に女性管理職比率を30%にすることを目標にしています。

2023年6月末時点に在籍している正社員、有期雇用、Expat、一般事業会社受入※

PwCで働くことに誇りを持っているか、働くことを通じて充
実しているかなどの質問に対して、肯定的な回答をした人
の比率

従業員エンゲージメント調査（年1回）

法定決算ベース／グループ単純合計

■ アシュアランス
■ コンサルティング ・ ディールアドバイザリー
■ 税務／法務サービス

20222021
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40
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2023
※管理職：マネージャー～ディレクター
※シニアアソシエイト：管理職一歩手前の職位

8.3%

37.7%

20.1% 21.2%

8.2%

38.1%

22.6%

7.9%

42.6%

100%

人　員

364,232人
業務収益

総収益　531億米ドル 151カ国
⬆ 前年比9.9%UP

アシュアランス　187億米ドル
アドバイザリー　226億米ドル
税務・法務　  118億米ドル

※Expatは海外メンバーファームからPwC Japanへの長期赴任、一般事業会社受入は国内企業からPwC Japanへの出向者を指します。

PwCグローバルネットワーク

日本企業の海外事業支援ネットワーク

2022

36.5%36.1% 37.0%

20232021

72%
2021

2022 75%

2023 78%

PwC Japanグループ（以下、PwC Japan）は、世界151カ国の
PwCメンバーファームとともに、質の高いプロフェッショナルサービスの
提供を通じて、Purposeの実現を追求しています。

数字で見るPwC Japan

Facts & Figures

02

参加者1人あたりの従事時間：29時間
参加人数： 493人
総従事時間：  14,415時間
受益者・受益団体数：3,680件
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グローバルネットワークを活かして

成長に向けた事業変革を支援

　2023年度の世界情勢は、ロシアに

よるウクライナ侵攻、原油価格の高

騰、インフレや金利上昇などが懸念さ

れ、国内においてもウィズ／アフター

コロナ時代に向けた経済活動の正

常化を期待する声と不安の声が入り

混じる1年間でした。

　しかし振り返ってみると、政治・経

済面のさまざまな課題がありつつも、

世界経済は概ね堅調に推移しまし

た。 PwC Japanの事業も成長を続

け、業務収益は前年度比10.0%増加

と9期連続の2桁成長となりました。

　2023年度も、PwC Japanは事業

の構造変革を推進するクライアント

を継続的に支援してきました。 持続

的な成長のためには、 1つ1つの事業

の見直しだけでなく、企業全体として

のビジネスポートフォリオを評価し直

した上で入れ替えることが求められ

ます。 私たちは、注力分野の競争力

強化のための買収、自社内でのシナ

ジー創出や成長が難しい事業の撤

退・売却といったM＆Aを通じて事業

構造の変革に取り組んでいるクライ

アントを支援しています。

　例えば、自社グループ内で近接す

るビジネス領域で事業を展開してい

たり、同様の事業を別々の子会社が

展開していたりする場合には、グルー

プ内の事業再編が必要となります。 
このような構造的な変革を目指す

人ならではの発想とテクノロジーの活用で
多様な専門家の総合力を発揮
社会や企業の構造変革に貢献する

成長力の源泉

鹿島 章
PwC Japan合同会社 執行役副代表
PwCコンサルティング合同会社 会長
PwC Japan有限責任監査法人 執行役

グループマネージングパートナー（戦略、マーケット）

Business

03

2,506億円
前年度比10%増 9期連続2桁成長

2023年度業務収益
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複雑なプロジェクトでは、M&Aに関

連した税務的な視点での検討、会計

上の対応やグローバルでのガバナン

ス強化、それらを支えるシステム対

応、そしてプロジェクト全体のマネジ

メントと、多岐にわたる専門性が要求

されます。

　PwC Japanはプロフェッショナル・

サービス・ファームとして、多様な分

野において高い専門性を持つプロ

フェッショナルがスクラムを組み、複

雑な課題に直面するクライアントに

高品質のサービスを提供しています。 
このように多様な専門家がチームと

なってクライアントと一緒に課題解決

に取り組む体制を私たちは「Com-

munity of solvers」と呼んでおり、こ

れはPwCグローバルネットワークの

成長戦略「The New Equation」を推

進する施策の1つでもあります。 こう

した体制により、私たちはさまざまな

クライアントの事業変革の実現をサ

ポートしています。

　また、世界151カ国のPwCグロー

バルネットワークの専門家と連携す

るとともに、ネットワーク内で日本企

業を支援する組織「Japanese Busi-

ness Network（JBN）」を通じて、グ

ローバル規模での事業変革に取り組

むクライアントの国際競争力の強化

を支援しています。

実績と知見を基盤に

社会に信頼される事業展開を支援

　近年では、社会やクライアントが必

要とする支援において、「信頼の構

築」が大きなキーワードになっていま

す。 内部監査をはじめとするガバナ

ンスやリスク管理などの守りの分野

に対し、経営を高度化する攻めの視

点で強化に取り組むクライアントが

増えており、私たちが持つ専門性やケ

イパビリティへの期待がより大きく

なっているとも感じています。

　例えば、さまざまな業種で行われ

ている、決済機能を提供する金融

サービス事業の立ち上げにおいて

は、消費者の利便性を向上するイン

ターフェースの開発やシステムの構

築だけでなく、金融サービスに関連

する適切な会計・税務処理の導入、

法令・規制を遵守した業務プロセス

やシステムの導入などが求められま

す。 これらは私たちがこれまで培って

きた金融規制対応の知見と経験を活

用できる領域であり、クライアント支

援を通じて、利用者ならびに社会に

対して、「安心してサービスを利用で

きる」という信頼の構築に貢献できる

と考えています。

　政府情報システムのセキュリティ

評価制度（Information system Se-

curity Management and Assess-

ment Program：ISMAP）対応の支援

も、社会からの信頼構築の要請に応

えるものと言えます。 ISMAPは、政府

が定めるセキュリティの要求水準を

満たすクラウドサービスをあらかじめ

評価・登録することで、一定のセキュ

リティが担保されたクラウドサービス

を円滑に導入することを目的とする

取り組みです。 この領域において私

たちは、システム監査の実績やプライ

バシー・セキュリティ分野の専門性を

活かして、安心して活用できるクラウ

ドサービスを社会に展開していく支

援を行っています。

脅威と機会の可視化によって

柔軟で的確な意思決定を支える

　経営管理の高度化においては、ガ

バナンスやリスク管理といった守りの

分野の強化が重要なアジェンダに

なっています。

　これまでのリスク管理では、過去に

発生したことがあるリスク、すなわち

すでに認識できているリスクへの対

策がとられてきました。 しかし現在の

事業環境では、想定していないリスク

が突然顕在化して大きな影響をもた

らし、さらにはそれらが相互に影響し

合うなど、リスクシナリオがより複雑

化しています。 これからのリスク管理

は、「想定していないリスクは常にあ

るもの」「モニタリングによって現状を

把握し、リスクの大きさを常に見直す

もの」という前提に立ち、レジリエン

スを持って対応していくことが求めら

れます。

　そのための施策の1つとして、クラ

イアントのリスクを可視化し、影響を

把握するためのリスクダッシュボード

の導入を支援しています。 リスクダッ

シュボードは、クライアントのグロー

バルデータをモニタリングできる環境

を整備し、リスク事象の影響を把握す

る仕組みです。 リスク事象としては、

地政学リスクや経済安全保障に関連

した規制の変更、自然災害や感染症

などによるサプライチェーンや事業

運営の混乱、さらには各国・地域での

輸出入に関わる税制変更や税額開

示などがあり、影響を把握すべき分

野は多岐にわたります。

　私たちは幅広い分野に専門性を持

つプロフェッショナルからなるチーム

を組成し、クライアントが直面するさ

まざまなリスクに対し、影響を把握・

評価し、対応するための支援を提供

しています。

非財務情報の開示を拡充し

企業価値のさらなる向上を

　経営アジェンダの１つとして、サス

テナビリティはその重要性を増し続

けています。 サステナビリティの実現

には、脱炭素をはじめとする気候変

動への対応、人的資本の重視や人権

の尊重、またこれらを含むガバナンス

体制の高度化といった課題があり、こ

うした取り組みを可視化するため、い

わゆる非財務情報の開示が社会から

求められています。

　例えば、企業からの情報開示ツー

ルである統合レポートは、かつては財

務情報を主軸とした内容で構成され

ていましたが、環境への配慮、サステ

ナブルな社会への貢献といった非財

務分野の情報や指標を加えて、企業

としての取り組み姿勢やメッセージ

を発信するものへと変化しています。

　非財務情報も財務情報と同様に

客観性と根拠を伴っていることが重

要です。 私たちは、監査や保証業務

などアシュアランス分野の専門性に

加え、私たち自身も取り組んでいる環

境負荷軽減とその計測の取り組みな

どを通じて得た実務上の課題につい

ての知見も踏まえ、クライアントの非

財務情報の開示拡充を実践的に支

援しています。 
　一方で、サステナビリティを経営戦

略に組み込み、構造的な事業変革に

取り組む企業も増えています。 こうし

たクライアントに向けても、既存事業

の評価、サステナビリティ視点を踏ま

えた成長戦略の立案、グループ内再

編を含むビジネスポートフォリオの入

れ替え、それらを支えるガバナンスの

高度化とシステム導入といった幅広

い領域で、高品質なサービスを提供

できる体制を整えています。

デジタル分野の信頼が

新たな価値創造に結びつく

　テクノロジーの進展と活用範囲の

拡大が一段と加速する中で、重要性

が増しているのが、生成AIをはじめと

するデジタル分野の信頼（デジタルト

ラスト）です。

　デジタルトラストは、サイバー攻撃

への対策などにとどまらず、AIやド

ローンといった先端テクノロジーを

使ったサービスやデータの利活用の

分野でも求められています。 例えば、

生成AIは急速に活用が拡大している

新しい技術であるため、利用時にお

けるルールづくりが追いつかず、各

国・地域で対応が始まっているものの

世界的な連携が必要な分野です。 AI

が学習に使用しているデータの利用

についてもルールが定まっておらず、

意図せずに著作権などを侵害してし

まうリスクが残っています。 私たちは

これまでさまざまな領域でAIの活用

を推進してきた知見を活かし、2023

年3月には生成AI導入を支援する専

門タスクフォースを立ち上げました

（詳細はp.15参照）。

　生成AIに対する社会的なニーズの

大きさはまだ完全には見えていませ

んが、私たちが受ける相談件数が急

増している現状を踏まえると、これか

ら大きく成長することが見込まれる

分野であることは明らかです。 その

ため、生成AIにおけるデジタルトラス

トの重要性はますます高まっていくと

考えています。

　また、AIだけでなく、ドローンやロ

ボットといった先端テクノロジーを活

用していくための課題に取り組むべ

く、Technology Laboratoryでの研

究や情報収集などにも力を入れてい

ます。 ここでは先端テクノロジーの専

門性を持つPwC Japanのメンバー

が、大学や官公庁など外部の専門家

とも連携しながら、先端技術を安全

に活用していくためのルールづくりや

ユースケースについて議論を深めて

います。

　私たちは、社会の変化の兆しをい

ち早く把握し、自ら率先して取り組む

ことで、クライアントならびに社会の

複雑な課題に対し、実践的で統合的

なソリューションを提供し続けるプロ

フェッショナル・サービス・ファームで

あることを目指しています。

クライアント

上記企業の対象国： 98カ国
支援時間： 587万時間（前年比＋16％）

※「フォーチューン誌」が発表している世界の企業売上高ランキング

41/500
Fortune Global 500

Fortune Global 500※の
日本企業41社の全社（100％）に対し
PwCグローバルネットワーク
全体でサービスを提供
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マルチステークホルダーの視点で

専門的な知見をタイムリーに提供

　コロナ禍を機にテクノロジーの活

用が急速に進みましたが、新しいデジ

タル技術やツールも、利用者からの信

頼がなければ社会のインフラにはな

り得ません。 世界の至るところで既存

体制にほころびが生じ、不確実性が

増したことで、社会活動の根幹を成す

信頼が揺らぎ、新たなトラストギャッ

プ（信頼の空白）が生まれているので

す。 もはや「信頼」は当たり前に存在

するものではありません。 企業や組

織のサステナブルな成長のためには、

自分たち自身と自分たちが提供する

サービスに対する、社会からの信頼を

構築していくことが求められます。

　その際に直面する課題の1つは、自

らへの信頼を自ら評価するのは難し

いということです。 独りよがりの評価

に陥らないためには、顧客、取引先、

株主、従業員、地域や社会を含むマル

チステークホルダーの視点で客観的

に評価し信頼を保証することが重要

です。 また従来は、商品・サービスそ

のものや、財務情報の適切な開示が

中心となって企業の信頼が構築され

ましたが、近年は温室効果ガス排出

量、男女の賃金比率、人権や生物多

様性への配慮といったESG経営に関

わる非財務情報まで、根拠がありか

つ広範な開示が求められます。

　しかし、こうした保証や開示に対応

できる幅広い分野の専門家を社内で

育成することは、時間やコストの面で

大きな負担となるでしょう。 信頼構築

の内製化が難しいからこそ、客観的

な視点で、専門的な知見をスピーディ

かつタイムリーに提供できるプロ

フェッショナルが必要なのです。 その

ような外部組織と連携することで組

織はサステナブルな成長を実現でき、

テクノロジーを活用する新たな事業

についても、ユーザーからの信頼を礎

に大きくスケールさせることが可能と

なります。

　PwCは、監査をはじめ、ガバナン

ス、データセキュリティなど幅広い領

域の支援を通じて、企業の信頼を長

期にわたり守ってきました。 また、時

代に合わせて変化する組織の経営方

針、体制、サービス内容に対して新た

な信頼を構築するという点でも、私た

ちは企業の事業変革やテクノロジー

導入において戦略の立案から実行に

至る全ての活動に信頼を組み込み、

「攻め」の信頼構築を支援できるとい

う大きな強みがあります。

　信頼はあらゆるビジネスの基盤で

あり、信頼のない社会では、人々の将

来への希望も奪われてしまいます。 こ

れからの社会を変えるカギとなる「信

頼」の構築支援は、私たちだからこそ

担えるのだと自負し、その努力と取り

組みをたゆまず続けてまいります。

内部に眠るさまざまな情報が

企業の新たなアセットになる

　日本企業が持つ現場のノウハウや

データの多くは構造化されておらず、

これまで活用範囲が限定されてきま

した。 しかし、生成AIの登場によって

状況が一変しました。 構造化されて

いないデータから学習し、新しいコン

テンツを生み出すことができる生成

AIを活用すれば、日本企業の内部に

眠る、「匠」と言われるような高技能

者が蓄積してきた情報を、再利用可

能な企業アセットに転換できるように

なったのです。

　言い換えれば、生成AIの活用を通

じ、日本企業は競争力を強化する機

会を得たことになります。

　ただし、社内業務でも社外に向け

たサービスにおいても、生成AIのポテ

ンシャルを最大限に活かすためには、

まずリスクを適切に管理するための

ガバナンス構築が重要です。 また、生

成AIの活用アイデアを組織や事業の

変革といった大きなインパクトに結び

つけていくためには、目先の業務改

善のみにとらわれず、企業として目指

す姿や、未来の事業環境の変化まで

見据え、変革の全体像を描く必要が

あります。

多様な知見の組み合わせで

生成AIの活用と組織の変革を支える

　このようなニーズに応えるべく、

PwC JapanではAIに加え、コンサル

ティング、監査、税務、法務、M&Aと

いった専門性を結集し、2023年3月に

生成AIの専門タスクフォースを組織し

ました。 各インダストリーや業務プロ

セスの知見を持つ専門家と連携する

他、大学やテクノロジー企業とのアラ

イアンスも強化し、企業の組織運営そ

のものの変革に取り組むクライアント

を支援する体制を敷いています。

　同時に、クライアントに価値のある

サービスを提供し続けるためには、私

たち自身がアーリーアダプターとなっ

て効果的な活用方法を模索すること

が重要です。 生成AIタスクフォース

は、PwC Japan内におけるAIガバナ

ンス体制の構築、ガイドライン作成、

メンバー向けのトレーニングを行う場

としても機能しています。

　生成AIの活用領域は、今後、組織

や業務の変革のみならず、サステナビ

リティや人材育成などへと広がってい

くでしょう。 生成AIの技術的な特性

上、業界や産業全体といった単位で

より多くのデータが利用可能になれ

ば、生成するコンテンツの質が向上し

ます。 そのため長期的には、産官学

連携を通じて業界を変えていくような

生成AIプラットフォームの構築を実現

し、世界に伍する日本企業の競争力

向上に貢献したいと考えています。

藤川  琢哉
PwCコンサルティング合同会社
パートナー

Tr u s t

Business

生 成  A  I

あらゆるサービスにトラストの
要素を組み込み、社会における
信頼の空白を埋めていく

日本企業の内部で眠っている
ノウハウやデータの活用が、
世界で戦う競争力の源泉になる

久保田  正崇
PwC Japan有限責任監査法人
執行役副代表

S p e c i a l
C o n t e n t s
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People & Culture

04

出澤 尚
PwC Japan合同会社 執行役副代表

グループマネージングパートナー（オペレーション）

佐々木 亮輔
PwC Japan合同会社 執行役常務

チーフ・ピープル・アンド・カルチャー・オフィサー

組織・カルチャーづくり

インクルーシブなカルチャーと
プロフェッショナルの「自律・規律」が
多様な選択・働き方を実現する

「自分の働き方は自分で選択する」

新しい働き方の推進

　PwC Japanでは、多様な専門性を

持つ人材が各自の力を存分に発揮し

合い、プロフェッショナルとして垣根

なく協働できるカルチャーが、組織と

しての提供価値を最大化し、社会や

クライアントの課題解決に貢献する

ことにつながると考えています。 私た

ちは、お互いの強みを活かしながら

共通のゴールに向かって生き生きと

働けるインクルーシブなカルチャーを

第一として組織づくりに取り組み、

2023年度も年間で1,000人超の純増

員を達成し、PwC Japan全体では約

11,500人の規模に成長しました。

　インクルーシブなカルチャーを土

台とし、それぞれが持つ強みを十分

に発揮するためには、時代や社会の

変化を踏まえた、働きやすい環境を

整えることが欠かせません。 2023年

度は自分の働き方を自分で考え、選

ぶ制度「Design Your Workstyle」を

推進しました。 Design Your Work-

styleは新しい働き方を示す指針であ

り、プロフェッショナルとしての「自

律」と「規律」を両立させることで、メ

ンバーそれぞれの多様な選択を尊重

する仕組みです（詳細は後述）。

　このような取り組みの結果、PwC

グローバルネットワーク全体で社員・

職員を対象に毎年行っているGlobal 

People  Survey（GPS）において

「PwCで働くことに誇りを持ってい

る」「働くことを通じて充実している」

といった項目に肯定的な回答をした

人の比率（People Engagement 

I ndex：PE I）は、過去最高だった

2022年度を上回り、78％となりまし

た。 GPSの回答率そのものも92％に

達し、参加率が上昇する中でもPEIが
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向上していることは、これまで取り組

んできたことの成果の1つと考えてい

ます。

　コロナ禍を経て、社会のありようが

大きく変化する中、PwC Japanはこ

れからもインクルーシブなカルチャー

を醸成し、一人一人が安心して強み

を発揮できる組織となるべく、多様な

能力と技術の結集（Talent and skill 

agility for the future）、チームとして

最大のパフォーマンスを発揮するた

めのインクルーシブリーダーシップ

（Inclusive leadership by all for 

all）、個々人が最大のパフォーマンス

を発揮するための心身の健康の維持

と促進（Be well, work well）の3つを

テーマに掲げ、各分野の施策を推進

していきます。

Talent and skill agility for the future1

Inclusive leadership by all for all2

多様な能力と個性を

チームにまとめる

　2つ目のテーマは、全てのメンバー

による「インクルーシブリーダーシッ

プ」の実践です。 具体的には、お互い

の違いを認識し強みを発揮し合うこ

とで、チームとしての価値提供に貢献

することです。

　インクルージョンについてより深い

理解を促していくために、誰もが異な

るバックグラウンドを持っていること

や、アンコンシャスバイアス（無意識

の思い込み）が自分の言動に影響し

ていることなど、インクルーシブなマ

インドセットに関する知識を体系的に

学ぶプログラムを導入しました。 10

時間以上の学習や対話セッションを

経て、修了後には、インクルーシブな

マインドセットや振る舞いに必要な知

識の習得を示すバッジ（ Inclusive 

Mindset Badge）が提供されます。

性別や国籍にとどまらない

インクルージョンの推進を

　PwC Japanのインクルージョン＆

ダイバーシティの推進では、ジェン

ダー、ナショナリティ、障がい、LGBT+

に注力した活動を行っています。

女性比率

37%

外国籍スタッフ

人員662人 出身国40カ国
平均年齢

36歳

入社3年未満

44%

アソシエイト・シニアアソシエイト※の割合

59% ※非管理職

自己学習プログラム参加者数

延べ4,420人

研修プログラム数

2,992
研修受講者数

延べ447,008人

PwC Japan内での公募制度実績

応募者181人

成立者126人

グローバルモビリティプログラム
実績（期末時点で赴任中の人数）

　Outbound 148人

　Inbound       47人

法人間の異動

100人

法人内の異動

315人

PwCネットワーク内での異動実績

2023年度の純増加人数

約1,000人

PwC Japanグループ

11,544人

2023年度の採用者数

全体  2,307人
社員による紹介を
通じた入社者数 267人

PwC JapanにおけるPEI

60
2021 2022 2023

80

100

72%

78%75%

※GPSにおいて、従業員エンゲージメントを測る特に重
要な指標に対し、肯定的な回答をした人の割合

PwC JapanにおけるGPS回答率

80
2021 2022 2023

90

100

89% 90%
92%

※PwCが全世界共通で毎年実施しているエンゲージメ
ント調査

高度な専門性を持つ人材が

世界で活躍できる制度

　1つ目のテーマは、Community of 

solversとして社会やクライアントの

課題を解決できる多様なプロフェッ

ショナルの確保と、専門性の継続的

な向上です。

　人材の拡充では、PwC Japanのメ

ンバーからの紹介者を増やすことに

力を入れています。 社内のメンバー

が紹介をしやすいようにITインフラも

充実させ、紹介を促進する環境を整

えました。 また、PwCのビジネスやカ

ルチャーをできるだけ多くの人に知っ

てもらえるよう、ダイレクトに社内情

報を発信する取り組みにも力を注い

でいます。 一例として、テクノロジー

分野に長けた人材にPwCの取り組

み事例を知っていただくためのシリー

ズ「テクノロジー最前線」をWebサイ

トに掲載するとともにSNSでの告知

も行い、予想を超えるアクセスをいた

だきました。

　テクノロジー人材だけでなく、さま

ざまなバックグラウンドと専門性を

持った方に入社いただく中で、入社し

た一人一人が早期にプロフェッショ

ナルとして活躍してもらえるように、

オンボーディングにも力を注いでいま

す。 最近では、PwCの歴史やDNA、カ

ルチャーを理解してもらうため、PwC 

Japan共通のプログラム受講後、所

属部署個別のオンボーディングプロ

グラムを受けるという流れをつくるこ

とで、一人一人のスムーズな立ち上が

りを支援しています。

　また各自の専門性を高めていくた

め、自発的な学習を支援するプログ

ラムを用意しており、これらの受講率

も年々高まっています。 デジタルアッ

プスキリングプログラムは全スタッフ

を対象として過去数年間展開してお

り、知識とスキルの底上げがなされて

います。 さらに従来展開してきたマ

ネージャー昇進者向けのトレーニン

グプログラムを、シニアマネージャー

やディレクターへの昇進者にも拡大

し、マネジメント力とリーダーシップ

力を身につける機会を大きく広げま

した。

　キャリアづくりの面では、これまで

法人間の転籍を前提に行っていた

PwC Japanグループ内の公募制度

（Open Entry Program）を出向の形

態でも応募可能にしたことで、キャリ

ア形成の選択肢が拡大しました。

　また、海外のPwCのネットワーク

ファームへの出向機会も期間や役割

など幅が広がっています。 約36万人

からなるPwCのグローバルネット

ワークは、社会やクライアントの課題

解決に世界レベルで貢献できる最適

なチーム組成にも結びついています。 
このネットワークを活用するグローバ

ルモビリティプログラムでは、PwC 

Japanのプロフェッショナル148人が

日本国外に赴任し、47人の人材が海

外からPwC Japanに赴任しています

（2023年度末時点）。
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Be well, work well3　インクルージョンを重視する意識と

行動への変化を測るため、I&Dの指

数（GPS Inclusion Index）を計測し

ており、障がい、ナショナリティ、

LGBT+といった属性別の指数を毎年

向上させることを目標としています。

ジェンダーについては、2030年ま

でのできるだけ早い段階で女性管理

職比率を30％に引き上げることを目

指しています。 その先行指標として、

採用応募者・採用者の女性比率や、

昇進・退職の女性比率について、男女

差をなくしていくため、定期的なモニ

タリングを行っています。

　さらに、女性の働きやすさを支える

環境の整備として、誰もが家庭やプラ

イベートも大事にしながら仕事に力

を発揮できる組織づくりを推進してい

ます。 例えば男性の育児休暇取得

は、「産後パパ育休（出生時育児休

業）」制度などの法令を踏まえた整備

にとどまらない、休暇を取得しやすい

制度づくりを行っています。 2023年

度の実績は、男性の育休取得率

90％、平均取得週数（土日除く）は7.2

週間でした。 今後も個人の意思を尊

重し、さまざまな声に耳を傾け、取得

率100％を実現することを目指して

います。

ナショナリティについては、前述し

たグローバルモビリティプログラムを

通じたグローバル人材の育成とキャ

リア開発を強化しています。 さまざま

な経験を持つグローバルな人材が協

働する環境は、Community of solv-

ersを支え、クライアントの海外展開

支援にも結びつきます。

障がいの分野では、PwC Japanグ

ループ内の業務サポートを担う「オ

フィスサポートチーム（OST）」を拡大

しています（OSTの詳細はp.22を参

照）。 また、PwCグローバルネット

ワークは2020年からThe Valuable

500※1に加盟しており、障がいのある

メンバーがプロフェッショナルとして

社会で活躍できる場を創出していま

す。 私たちは、障がいのある当事者と

その家族や関係者が自分らしく活躍

するため、その壁になるものを取り除

くという考えに基づいた活動を実施

しています。

LGBT+では、性別、性自認、性表

現、性的指向などの違いに先入観を

持たず、あらゆるハラスメント、差別、

不平等のない組織づくりを行うこと

を目指しています。 PwC Japanは、

w o r k  w i t h  P r i d e※ 2が策定する

LGBT+インクルージョンに関する取

り組み評価「PRIDE指標2022」にて、

2 018年から5年連続で最高位の

「ゴールド」を受賞し、さらに「レイン

ボー認定」と「ベストプラクティス」を

併せて、参加企業で初めて単独で3つ

の賞を同時受賞しました。

また、「Inclusion Network」という

コミュニティ活動にも力を入れていま

す。 テーマ別に関心を持つメンバー

が自由に集まり、対話と交流を通じて

インクルーシブなカルチャーの推進

を図っています。

※1 The Valuable 500： 2019年1月に開催された世界経済フォーラム年次総会（ダボス会議）で発足した、障がい者が社会、ビジネス、経済における潜在的な価値を発揮できるような改革を、世界500社
のビジネスリーダーが起こすことを目的とした、世界的なネットワーク組織。 経済や政治が主に話し合われるダボス会議において、「障がい」にフォーカスしたセッションが設けられたのは初めてのこと。

※2 企業等において性的マイノリティに関するダイバーシティ・マネジメントの促進と定着を支援する任意団体

デジタルも活用しながら

働き方に関するリスクに対応

3つ目のテーマは、PwC Japanのメ

ンバーが心身ともに健康で、柔軟な

働き方を実践できる組織づくりです。

　働きすぎを防止するため、デジタル

を活用した労働時間管理を実施して

います。 実態に即した労働時間・残業

時間の把握や、過重労働の防止とそ

の兆候の早期発見の観点から、PCの

稼働状況をモニタリングしています。 
この見守りの仕組みによって日々の

働き方の状況把握と改善を行った結

果、組織全体における労働時間や残

業時間の適正化が進んでいます。 今

後は管理職の働き方のモニタリング

とケアも強化していきます。

　同時に健全で働きやすい職場環境

の整備に向けて、ハラスメント防止の

ための研修を強化するとともに、ホッ

トラインや人事への相談件数や内容

といった実態を適切に把握しながら、

必要な対応を実施していきます。

働き方の柔軟性を高め

パフォーマンスを最大化

2022年より「Design Your Work-

style」という制度を設け、場所、時間、

就業形態の柔軟性を高めながら、

個々人のライフステージに合う働き

方を推奨しています。

Design Your Workstyleの1つの柱

はハイブリッドワークで、プロフェッ

ショナルであるメンバーの「自律」と

「規律」への信頼をベースにした柔軟

な働き方を実現することを目指して

います。

PwC Japanでは、オフィスへの出

社とリモートによる在宅での業務の

どちらか一方を画一的に推奨するこ

とはしていません。 働き方を画一化す

るのではなく、プロフェッショナルとし

て最大のパフォーマンスを発揮するた

めの勤務形態を自律的に選択し、実

践することを一人一人に期待してい

ます。 ライフステージや家庭の事情を

考慮した上で、短日・短時間勤務を受

け入れるとともに、フレキシブル・ライ

フ・デザイン休職により一定期間休職

を認める制度も導入しました。

今後もPwC Japanは誰もが健康

的に、かつ、ライフステージや個別の

事情に沿って働ける環境づくりに取り

組み、一人一人が最高のパフォーマン

スを発揮して社会とクライアントの課

題解決に貢献する組織として、成長を

続けていきます。

2030年までの主な目標 2023年度の実績

障がい者雇用の定着率※2

93.6%

Inclusion Network参加者数 

延べ約2,280人

Inclusive Mindset Badge取得者数

約870人

※2 さまざまな障がいのある職員が在籍している「オ
フィスサポートチーム」の2022年7月1日在籍者の1年
後の定着率

※1 男女差なく公平に昇進している状態を示す指標。
「昇進者の女性比率÷昇進前の女性比率×100（％）」
で計算

平均実労働時間

約149時間/月

平均残業時間

4.9時間/月

不適切な行動の
報告義務の認識度※2

91%

リモートワーク率※1

88%

PCログから状況確認の
コミュニケーション対象者
となった人数

延べ1,287人

Design Your Workstyle
（各制度年間利用者数）

年次有給休暇平均取得日数

17.0日

※1 GPSにおいて、50％以上の時間をリモート
ワークで勤務していると回答した人の割合

※2 GPSにおいて「私は、PwCのパートナーや
同僚の不適切な行動について報告をする義務
があります」の質問にYesと答えた人の割合

※3 留学、配偶者の海外赴任帯同など特定の事
由に該当する場合で、会社が認めた場合は、一
定期間休職することができる制度

男性育休取得率

90%

男性育休取得率

100%

男性育休平均
取得週数（土日除く）

7.2週間
男性育休平均

取得週数（土日除く）

8週間以上

非管理職から管理職への
昇進における
Proportionality of promotions

84%

各職階における
Proportionality of promotions※1

100%

女性管理職比率

22.6%

女性管理職比率 

30%

フルリモートワーク

205人
育児・介護による短時間勤務

231人
短時間勤務（短日・時短）

99人
育児介護休職

539人
フレキシブル・ライフ・デザイン休職※3

40人
兼業・副業

503人
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多様な働き方を実現しながらも

精神的な距離は離さない

梅木　オフィスサポートチーム（以下、

OST）は、各法人・各部門が効率的に

業務を推進していくためのサポート業

務を担っています。 2016年3月の設立

当時は障がい者を受け入れる方針や

体制ができていない状態でしたが、

「まずは採用して受け入れに慣れて

いこう」という考えで始まった点に

PwC Japanらしさを感じます。 インク

ルージョンファーストのカルチャーか

ら生まれたチームと言えますね。

桐野　そうですね。 OSTは3名の採

用から始まり、現在は150名を超えま

した。 ここまで組織が成長した背景と

して、社内にインクルーシブなカル

チャーを大切にする土壌ができてい

たこと、コロナ禍によってリモート

ワークが浸透したことが大きいと感じ

ます。

髙木　私も完全在宅で働いていま

す。 自分の体調を管理するにあたって

リモートで働ける環境はありがたい

ですし、障がいの特性は人それぞれで

すので、自分らしい働き方が選択でき

る環境は、OSTメンバーのみならず、

PwC Japan全体の働きやすさにもつ

ながっていると感じます。

梅木　私たちは法定雇用率を達成す

るために障がい者雇用に取り組むの

ではなく、障害のある方々が自らの強

みを発揮し、ファームに貢献する組織

を目指しています。 その違いが働き方

にも表れていますね。

髙木　OSTメンバーもその差を実感

しています。 OSTの入社説明会で「ス

キルよりも、他者への配慮や思いや

り、相手の立場に立つ姿勢を大切に

している」というインクルーシブカル

チャーについての考え方を知り、入社

を決意したメンバーも多くいます。

桐野　プロフェッショナルとしてスキ

ルを磨き続ける責任を持つことはもち

ろん重要ですが、入社後に身につけら

れるスキルは入社後に身につければ

いい、というのが私たちの基本的な考

え方です。 リモートでも精神的な距離

は離れないよう、いつでもオープンな

姿勢を大切にしています。 PwC Japan

における障がい者雇用の定着率が約

94%と高いのは、お互いを気にかけ

ながら働く環境に安心と快適さを感

じている人が多いからだと思います。

遠慮や偏見の壁を超えるために

当事者でなくても「知る」機会を

桐野　2023年度は、地方の特別支援

学校からのインターンや、寝た姿勢で

業務に従事する方も採用しました。 
いずれも私たちとして初めての取り組

みで、働く人の居住地や障がいの種類

の面で採用の範囲を広げることがで

きたのは、大きな成果でした。 地方で

は働き先の選択肢が少ないことを理

由に就労を諦めている人もいますが、

テクノロジーを活用したリモート勤務

により活躍の機会を拡大することが

できます。 私たちの活動を通じて、そ

のことを周知していきたいですね。

髙木　OSTメンバーが増えたことで、

既存のメンバーが新しいメンバーに

業務を教えたりフォローしたりする機

会が増えました。 メンバー同士のケ

アの精神の発揮や言動が、仕事のや

りがいや自信の強化につながってい

る、といった声も多く聞かれます。

桐野　OSTメンバーの活躍という点

では、簡単な業務の一部を切り出し

て担当してもらうだけでなく、全体を

把握しての業務や、より責任のある仕

事を任せ、成長を実感してもらうこと

も重要ですね。

梅木　PwC Japanでは、誰でも参加

できる「アビリティネットワーク」を通

じて、障害のあるメンバーとないメン

バーがお互いを知る機会が生まれて

います。 障がい者雇用は当事者のみ

を対象とする制度と捉えられがちで

すが、組織の中には障害者手帳を

持っていないけれども障がいがある

メンバーや、身内に障がい者がいるメ

ンバーもいます。 また広く捉えれば、

「障がい」とは人や環境との間で起こ

るバリア・障壁のことだと言えます。 
アビリティネットワークでの交流は、

目に見えるものに限らない、人のニー

ズと環境との間に生じるギャップとい

う意味での障がいについても知る機

会になっています。

桐野　「知らない」ことが原因で遠慮

や偏見が生まれます。 その壁を超え

ていくためには「障がい」を感じる人

の考えを知ってもらうことや、まず関

心を持ってもらうことが大事ですね。

髙木　日々の業務でも、依頼者が「こ

こまで頼んでいいのだろうか」と迷っ

たり、OST側が「こういった配慮を求

めても良いのか」と悩んだりするケー

スがあります。 アビリティネットワーク

のような場を活用して、まずは私たち

が自己開示を行い、依頼者には

フィードバックを求め、お互いに遠慮

しない関係づくりをしていきたいと思

います。

梅木　こうしたPwC Japanでの推進

について他社から聞かれることが多く

なってきました。 今後も他社に参考

にしていただけるような取り組みを

続け、日本全体の障がいに関するイン

クルージョンを広めて、社会のスタン

ダードそのものを進化させることに寄

与していきたいですね。

梅木 典子
PwC Japan ダイバーシティ
推進リーダー

桐野 陽子
PwC Japan Office Support Team（OST）
統括リーダー

髙木 凌
PwC Japan Office Support Team（OST）
人事担当ユニット Benefit・Payrollチーム チームリーダー

相手を受け入れ、知り合うことから始まる、

壁を超えるための仕組みとインクルーシブカルチャー

People & Culture

S p e c i a l
C o n t e n t s
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課題の複雑化に伴って

私たちの役割が変化している

　クライアントが直面する課題は

年々複雑化しています。気候変動、テ

クノロジー、人口動態の変化といった

大きな社会課題が絡み合い、一企業

や一業界の取り組みでは解決するこ

とが極めて困難になっています。

　このような変化を受けて、私たちプ

ロフェッショナル・サービス・ファーム

に求められる役割も変わってきてい

ます。 クライアントが認識している課

題解決に応えるだけでなく、より広い

視野と客観的な洞察力を持って、現

時点で把握し切れていない課題を見

つけ、それらを包括する解決策を提

示することが求められています。

　PwC Japanは、ビジネスを通じて

社会課題の解決に取り組んでおり、

ソーシャルインパクトの活動もその一

環と位置づけています。

　課題を見定め、特定する人が、必

ずしもそれらを解決する能力を有し

ているとは限りません。 むしろ一致

しないことが多いでしょう。 ましてや

複雑化する課題の解決には、解決に

必要な知識や技術、さまざまな経験

などを結びつける役割が重要です。 
ときには、解決に向けた専門性を持

つ人や組織によって、取り組む目的や

ゴールが異なるかもしれません。 そ

のようなさまざまな価値観や目的を

踏まえ、中長期の視点に立って社会

の重要な課題を解決する方向へ導く

役割を担っていくのが、PwC Japan

だと考えています。

知見を増やし、目利き力を高める

社内の仕組みを拡充

　PwC Japanのソーシャルインパク

トの活動は多岐にわたっています。 
例えば、地方自治体に向けてはサス

テナブルな街づくりを継続的に支援

する一方、次世代を担う中高生には

デザイン思考をベースとした教育プ

ログラムを提供しています。 PwC 

Japanには、このようなプロボノ（業

務上のスキルを活用したコミュニティ

支援活動）やボランティア活動に高い

関心を持つメンバーが多く在籍して

おり、誰もが活動に参加しやすい仕組

みを整え、定期的に見直しています。

宮城 隆之
PwCコンサルティング合同会社
パートナー

Social Impact

05
社会課題への取り組み

複雑化する課題の本質を捉え
ネットワーク内外の複合知で
社会全体の変革を支援
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　また、さまざまな専門性や経験を

結集することによって、個人的な活動

では生み出せない大きなインパクト

（コレクティブインパクト）を起こすこ

とも重要だと考えています。 インパク

トという言葉は、短期間で大きな成果

をもたらすことをイメージさせます

が、大きなインパクトを出すためには

取り組みに対する継続的なコミットメ

ントが欠かせません。

　PwC Japanでは、800人ほどのメ

ンバーがチャットなどを通じてグルー

プ内で専門性を持つ人を募集したり、

課題解決のヒントを探して議論した

りするコミュニティを運営しています。 
このような活動も含め、私たちが推進

するコミュニティ支援活動において

は、メンバーのプロフェッショナルス

キルを社会に還元する「循環」を目指

しており、実際に、2023年度のコミュ

ニティ支援活動時間の95％以上が、

プロボノによるものでした。

　また、2023年度は「コレクティブ・イ

ンパクト・ベース」という活動を立ち

上げ、社会課題について知見を深め

たり、その先の展開として政策提言に

まとめたりするためのプラットフォー

ムをつくりました（詳細はp.27参照）。

　コレクティブ・インパクト・ベースは

社会課題に関心や興味を持つメン

バーにとって、どこに課題があり、ど

んな取り組みが実行性を持つかなど

について、知識を得るだけでなく、体

感を通して目利き力を高める機会に

もなります。 また、ビジネスを通じた

課題解決について議論する場として

も機能し、その結果として、私たちの

提供価値の高度化にも結びついてい

ます。

中長期の視点を併せ持ち

社会を変えるインパクトを創出

　私たちのソーシャルインパクトの活

動は、短期的な収益にとらわれず、中

長期の視点も併せ持つ両輪の取り組

みであることが特長です。

　社会課題の解決は、短期的なリ

ターンや事業化に結びつかないと

いった実利的な観点からの課題が指

摘されますが、畑から実を刈り取るだ

けではサステナブルな活動になりま

せん。 重要なのは中長期の視点で土

を耕し、新たな種を植えて活動を循

環させていくことです。 ソーシャルイ

ンパクトの活動も、現時点では経済

的な成果に結びつかないこともあり

ますが、短期と中長期の時間軸をバ

ランスよく見ることが、隠れた課題を

あぶり出すことにつながります。

　ソーシャルインパクトの活動はすぐ

に華々しい成果が出るものではなく、

複雑な課題であるほど解決するまで

の時間と労力がかかります。 言い換

えれば、将来的に社会を大きく変えて

いくためには、目の前の課題と真摯

に向き合い、解決に向けて地道に取

り組んでいく過程が不可欠だという

ことです。

　プロフェッショナル・サービス・

ファームである私たちは、自ら行動を

起こし、社内外の仲間を増やしながら

粘り強く取り組むことで、未来を変え

るための大きなインパクトを生み出し

ていきたいと考えています。

多様なメンバーが主体的に

それぞれの専門性を発揮し、

オーガナイザーとして協業する

　2023年度に立ち上げたコレクティ

ブ・インパクト・ベース※は、P w C  

Japanのメンバーが個人として関心

を持つ社会課題の解決策について研

究や議論を行うためのプラットフォー

ムです。 私たちはCommunity of  

solversとして、お互いの専門性を理

解した上で協力し、社外の人とも連

携しながら、より良い解決策を模索す

るプロジェクトを数多く経験していま

す。 コレクティブ・インパクト・ベース

はその経験を社会課題の解決に役立

てるもので、プロフェッショナル・サー

ビス・ファームらしいプラットフォーム

だと言えます。

　政策提言などの発信も検討してい

ますが、私たちが目指しているのはよ

り実践的なアクションです。 まず、関

心を持って参加してくれているメン

バーに、実際の社会課題に触れ、体験

する機会を提供したいと考えていま

す。 その上で、同じ社会課題に取り組

むさまざまな活動主体やコミュニティ

との連携・協業を模索していきます。 
社会課題が相互に関係し、複雑化し

ているからこそ、解決には幅広い連携

が必要です。 輪を広げる上でリアル

な体験・経験に裏づけられた議論が

欠かせないため、社会課題について

学び体験する活動を推奨しています。

　社会課題に取り組むことは、クライ

アントにとっても、プロフェッショナル・

サービス・ファームにとっても、経営戦

略上の重要なアジェンダとなっていま

す。 また、個人レベルでも関心が高

まってきていることを日々感じます。 メ

ンバーには活動を通じて、同じ社会課

題に関心を持つ人たちが必ずしも同

じ価値観を持つわけではないことや、

それぞれが取り組むに至った背景が

異なっていること、目指している解決

への道筋も同じではないことに気づ

いてほしいと思います。そしてそのよう

な多様な関係者が持つさまざまなソ

リューションを組み合わせ、解決に向

けて取りまとめるオーガナイザーに

なっていってほしいと考えています。

　2023年春のスタートから、すでに

10テーマ以上の活動が動き始めてい

ます。 これらの活動は、活動自体の価

値にとどまらず、クライアントが社会

課題に取り組む際に私たちが提供す

る支援に付加的な価値をもたらすで

しょう。 そのためのプラットフォームと

して、今後も活動を強化していきます。

辻  信行
PwC Japan有限責任監査法人
パートナー

社会課題を自分ごととして捉え、
プロフェッショナルとして解決に向かう、
私たちらしい体験型プラットフォーム

※コレクティブ・インパクト・ベースについての詳細および最新情報は、下記URLをご参照ください。
https://www.pwc.com/jp/ja/about-us/corporate-responsibility/policy-proposal.html

参加人数

493人
総従事時間

14,415時間

参加者1人あたりの従事時間

29時間
受益者・受益団体数

3,680件
総従事時間数に占める
「プロボノ（業務上のスキルを活用した
コミュニティ支援活動）」の割合

約95%

コミュニティ支援活動（プロボノ・ボランティア）

Social Impact

S p e c i a l
C o n t e n t s
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航空機利用のモニタリングやダッシュ

ボードを使った排出量の可視化など、

排出量を適切に管理しながら業務を

遂行していきます。

　航空機利用に関するもう1つの新

たな取り組みとして、2023年度より

航空会社を主体とするSAF利用の

パートナーシッププログラムに参画し

ています。 SAFは、次世代の航空燃料

と呼ばれる新しい燃料で、化石燃料

由来の燃料をSAFに置き換えること

で温室効果ガスの排出量を大幅に削

減できます。 現状は削減量あたりの

コストが高い水準にありますが、私た

ち自身がSAFを利用することで、導入

のメリットや運営上の課題などをい

ち早く把握し、利用促進に向けた取り

組みに貢献できると考えています。

ネットゼロの取り組みを

サプライチェーン全体に広げる

　サプライヤーへの働きかけという

テーマに関しては、主要なサプライ

ヤーとの協力関係によってネットゼロ

の取り組みを推進することを目指し、

サプライヤー企業に向けてS B T  

（Science Based Targets）イニシア

チブ（以下、SBTi）の認定取得を推奨

しています。

　SBTiは、世界の平均気温の上昇を

産業革命前と比べて1.5℃に抑える

ための科学的根拠を持った目標設定

白土 晴 久
PwC税理士法人 パートナー 
PwC Japan Net Zeroリーダー

脱炭素の取り組みを

グループ内外に広げるために

　年々、気候変動の影響が身近なも

のになる中、PwCは2030年までに温

室効果ガス排出量をネットゼロ（実質

ゼロ）にすることを目標に掲げていま

す。 そのための取り組みとして、使用

する電力の再生可能エネルギー化や

出張時の航空機利用の管理などによ

り、業務に関連した温室効果ガス排

出量を削減するとともに、SAF（Sus-

tainable Aviation Fuel：持続可能な

航空燃料）利用といった脱炭素プロ

ジェクトへの投資を推進しています。

　また、PwCグローバルネットワーク

が支援するクライアントやビジネス

パートナー企業とも連携して脱炭素

の取り組みを推進しており、私たちの

経験を積極的に共有しています。

移動機会の増加を見据え

温室効果ガス削減の先手を打つ

　2023年度において、PwC Japan

は、業務に伴うオペレーション、サプ

ライヤーへの働きかけ、政府などが

主導する取り組みへの参画（クライ

メートアジェンダ）、グループ内での認

知と行動の浸透を図るインターナル

アクティベーションの4つのテーマで

ネットゼロを推進してきました。

　1つ目のテーマであるオペレーショ

ンについては、2022年度から私たち

がオフィスで使用する電力の100％

再生可能エネルギー化を行っていま

す。 出張に伴う航空機利用の温室効

果ガス排出量については、経済活動

が活発化していくことを見据えて、

2023年度に出張手配のガイドライン

を作成し、PwC Japanとしてのネット

ゼロの考え方を示しました。 今後は

Net Zero

06

100%達成

再生可能エネルギー比率

絶対的な答えがないからこそ
積極的に挑戦する先駆者となって
新たな解決策を導き出す

環境への取り組み
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の枠にとらわれることなく交換し、掛

け合わせることによって、ネットゼロ

の取り組みの幅が広がるとともに深

さが増し、過去にない革新的なアイ

デアも生まれやすくなります。 今後も

このような取り組みを継続し、PwC 

Japanの強みを発揮できるユニーク

な施策やサービス開発に結びつけて

いきます。

自ら動いて得た知見を

ステークホルダーと共有

　ネットゼロの取り組みは、温室効果

ガス排出量の削減目標達成だけが

目的ではありません。

　グローバルで活動するプロフェッ

ショナル・サービス・ファームである私

たちは、そのネットワークを通じて世

界中の最新動向やネットゼロに資す

る技術情報を入手できます。 課題解

決につながる可能性がある施策を率

先して試しながら、課題解決のストー

リーを創出し、広く社会に共有してい

くことが、私たちの役割です。

　例えばSAFについても、いち早くプ

ログラムに参画することによって、新

たな知見を得ることができます。 それ

らをクライアントや社会に向けて発

信することが重要であり、それが社会

課題の解決に結びついていくと考え

ています。

　PwC Japanには、課題解決のため

の挑戦に前向きに取り組むカル

チャーがあり、また、社会に貢献した

いという強い気持ちを持つメンバー

が集まっています。 一人一人が持つ

専門性を融通無碍に組み合わせ、そ

れぞれの思いを課題解決へ向かうエ

ネルギーにして、ネットゼロの取り組

みを推進していきます。

を推進するイニシアチブです。 各企業

はCO2を含む温室効果ガスの削減目

標を示し、目標実現に向けた最速の

ロードマップを設定することが求めら

れます。 SBTiは、各企業から申請さ

れた目標と実行計画の妥当性を確認

し、基準を満たしていれば認定しま

す。 PwCグローバルネットワークでは

1.5℃目標を掲げ、2021年7月にSBTi

の認定を受けています。

　PwCは、2025年度までに温室効果

ガス排出量ベースで少なくとも50％

の「購入した製品・サービス」のサプラ

イヤーが、SBTを設定することをコ

ミットメントとして掲げています。 

PwC Japanでは、2023年度に一定

金額以上の取引があるサプライヤー

企業を対象に、SBTi認定取得の状況

や意向を調査しており、今後は認定

取得の働きかけを継続していくとと

もに、認定取得に必要なナレッジや

先進企業の取り組み事例などの情報

を提供し、サプライヤー企業を支援し

ていきます。

グループが持つ知見を活かし

国の取り組みにも参画

　政府などが主導するクライメート

アジェンダに関して、私たちは2022年

度にGXリーグへの賛同を表明してい

ます。 GXリーグは、国が掲げる2050

年のカーボンニュートラル実現を目

指し、企業同士、また産官学の連携を

通じて新たな市場創造のための議論

や実践を行う場です。

　今後は、GXリーグにおいて取り組

みが始められている具体的なアジェ

ンダを踏まえ、PwC Japanとして貢

献できる分野のワーキンググループ

に参加していく予定です。

メンバーの多様なアイデアから

種を見つけ、育てる

　グループ内のネットゼロの取り組み

を推進するインターナルアクティベー

ションでは、2022年度に、メンバー一

人一人がネットゼロの取り組みを掲

げ、共有するアイデアソンを実施しま

した。 また、PwCグローバルネット

ワークが推進する脱炭素の個人活動

プログラムに賛同し、PwC Japanから

参加したメンバーは約800人となりま

した。 このプログラムでは、エコバッグ

の利用やEVへの乗り換えといった施

策に個人としてコミットし、実践するこ

とを主な目的としています。

　2023年度は、ネットゼロの取り組

みを個人にとどめず、PwC Japan全

体としての取り組みへ広げていくこと

を目的とし、「Net Zero×My Inter-

est」をスタートさせました。 これは、

ネットゼロを実現する大小さまざま

なアイデアをメンバーから募集し、そ

の内容についてサステナビリティの専

門家の意見などを交えながら議論・

検討するコミュニティです。 今後はメ

ンバー発のアイデアの中からPwC 

Japanとしてスケールアップするのに

適した取り組みに的を絞り、実行して

いきます（詳細はp.32参照）。

　PwC Japanのメンバーはそれぞれ

が監査、会計、税務などの専門性を

持っており、近年はサステナビリティ、

デジタル、医療の分野など、これまで

にない専門知識を持つメンバーも増

え続けています。 また年齢やキャリア

の幅も広く、生活者としての価値観も

多様です。 そのようなメンバーの意見

を、業務や価値観、ジェネレーション

PwCは、ネットゼロコミットメントとして、スコープ1・2・3（出張）については

2030年度までに2019年度比で50％削減すること、またスコープ3（購入した
製品・サービス）については2025年度までに温室効果ガス排出量ベースで

50％をSBT設定企業から調達することを掲げています。

総排出量

36,223 tCO2e

パートナー・職員1人あたりの排出量

3.1tCO2e

内訳

スコープ3（購入した製品・サービス）

26,423 tCO2e

スコープ3（出張）

9,450 tCO2e

スコープ2

326 tCO2e

スコープ1

24 tCO2e

温室効果ガス総排出量

CO2

事業活動から排出される温室効果ガスは、再生可能エネルギーの活用によって削減。

コロナ禍以降の航空機利用の増加状況をモニターしながら2030年に向けて排出量を管理、削減していきます。

温室効果ガス排出削減状況と2030年までの排出量半減イメージ

スコープ 1＆2 目標達成見通し

Scope 1=24
Scope 2=326
Total=350

2023

スコープ 1（直接排出）：社用車利用 スコープ 2（間接排出）：オフィスの電力・ガス・熱利用
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スコープ 3 目標達成見通し
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スコープ 3（サプライチェーンによる排出）：出張

Scope 3=9,4502023
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ネットゼロとメンバーの専門性を

掛け合わせるコミュニティ

　2023年度、PwC Japanは自分ご

ととしてネットゼロに取り組むメン

バーをさらに増やし、より大きなイン

パクトを生み出していくことを目的と

して「Net Zero x My Interest」をス

タートしました。 これは、自分の関心

がある領域や専門としたい領域（＝

「My Interest」）を起点としたアイデ

アを出し合い、それらの掛け合わせ

によってネットゼロの新しい施策を生

み出す取り組みです。 
　2023年6月に開催した「Net Zero 

x My Interest」のキックオフイベント

では、「100の小さな活動をつくる」こ

とをテーマとして、業務内容や年代が

異なる参加メンバーがさまざまな意

見を出し合いました。 ビジネス活動

を制限し、カーボンオフセットを活用

する縮小型のネットゼロ達成ではな

く、人ならではの発想とテクノロジー

の力（Human-led, Tech-powered）

でビジネスの成長とネットゼロを同

時に達成することが目標です。

　例えば、人の移動を抑制してCO2

排出量を削減しながらも、質の高い

サービスを提供するためのアイデア

や、CO2を吸収する技術のビジネス化

など、私たち自身の取り組みやビジネ

ス機会の創出などについて話し合わ

れました。

　今後はPwC Japanのプロボノネッ

トワーク（プロボノ・ボランティア活動

の普及を進めるPwC Japan内のコ

ミュニティ）が中核となり、キックオフ

で出たアイデアを検討し、PwC Japan

として取り組む施策の選定や、そのた

めのチームづくりなどを進めていき

ます。

　ネットゼロアクションのプレイヤー

が増えれば、その分、メンバーが自分

自身の言葉で語る多様なアクション

が生まれ、より大きなインパクトを創

出することができます。 プロボノネッ

トワークのメンバーからは「ネットゼ

ロが日々の仕事や生活の一部とし

て、自然に考えられるテーマになれ

ば」という声も聞かれました。

　PwC Japanは、目標としている

2030年のネットゼロ達成に向けて、

さまざまな取り組みを今後も加速さ

せていきます。 その過程で直面した課

題とその解決への取り組みをクライ

アントや社会に還元し、気候変動の領

域においても信頼され必要とされる

プロフェッショナル・サービス・ファー

ムとなることを目指しています。

2030年のネットゼロ実現後も
社会に必要とされ続けるために
My Interest起点のアイデアを出し合う

Net Zero × My Interest

Net Zero

S p e c i a l
C o n t e n t s

Governance & Organisation

07
ガバナンスと組織体制
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品質とガバナンス

Quality & Governance
07  Governance & Organisation

私たちは、プロフェッショナルサービスの品質が
マーケットや社会に与える大きな影響力を認識しています。
PwCグローバルネットワークの定める厳格なポリシーを踏まえた
品質基準やガバナンスに関わるルールを策定し、
ネットワークと緊密に連携しながら、高品質なサービスの提供を追求しています。

PricewaterhouseCoopers International Limited（PwCIL）：

PwCILは英国にある法人であり、クライアントへの業務提供は行いません。 

主要エリアについてのPwC全体の戦略、ブランド、品質管理に関するポリシーを作成し、適用を主導しています。

PwCグローバルネットワークのガバナンス：
各国のファームはPwCILや他国のファームの代理人として行動することはできません。 

また、PwCILが各国のファーム自身の専門的な判断の行使をコントロールすることはありません。

各国のファームは「PricewaterhouseCoopers」の名称とともに、PwCネットワーク内のさまざまなリソースや監査手法を共有する

ことができますが、そのためにはPwCネットワークで定められている共通の厳格な基準を順守することが必要となります。

　PwCグローバルネットワークは世界中

の国々で運営されている独立したファー

ムの集合体です。 PwCグローバルネット

ワーク内のファームはPricewaterhouse-

Coopers International Limited（PwCIL）

のメンバーであり、 PricewaterhouseC-

oopersの名称を使用する権利を有してい

ます。

　PwC Japanグループ（以下、PwC 

Japan）の各法人は日本におけるPwCIL

のメンバーファーム、もしくはそれらの関

連会社となっています。 PwCグローバル

ネットワークのメンバーとして、各国の

ファームはそのナレッジやスキル、リソース

を共有しています。 これにより、各国の

ファームは国内での法制度や規制、業界

実務などの知見の優位性を保ったまま、グ

ローバルに業務を展開している企業に対

しても国際的な水準の高品質のサービス

を提供することが可能となります。

　PwCグローバルネットワークのメン

バーであるということは、同時に、PwCグ

ローバルネットワークで定められている共

通の厳格な基準を遵守するということを

意味します。 各国のファームは、提供する

業務内容、職業倫理、独立性、法令遵守な

どに関する品質管理およびそのモニタリ

ング活動を行います。

PwCグローバルネットワークとは

https://www.pwc.com/jp/ja/about-us/code.html

　PwC Japanの各法人はPwCが定める

行動規範、コンプライアンスや独立性に関

するポリシーを基礎とし、国内外の法令、

規則や慣習などを前提にルールを策定し

遵守を徹底しています。 全職員に行動規

範、コンプライアンスハンドブックを掲示し

て周知し、インサイダー取引や贈収賄、マ

ネー・ローンダリングに係るガイダンスや

監査人の独立性確保のための厳格な

ルールの整備・運用を行っています。 ルー

ルの周知徹底とより深い理解のため、入

社時と年次に研修を実施し、ルールと手

続きの理解・遵守に関するパートナー・職

員の宣誓を入手、年次で再確認していま

す。 管理職への昇進時には、管理者とし

て特に必要なルールに関する研修も行っ

ています。 また、各種ホットラインを設け

自浄機能の向上を図りながら、プロフェッ

ショナル・サービス・ファームとしてさらな

る信頼確保のために、パートナー・職員

（一部の法人では外部請負業者・派遣契

約等を除く）へ有価証券取引の登録義務

を課し、パートナー・職員による国内上場

会社の株式および社債等の売買取引を原

則として禁止しています。

PwC Japanグループ行動規範については
下記URLをご参照ください。

PwC Japanグループ行動規範

PwCの信頼の基礎となるコンプライアンスの徹底

　PwCでは、PwCグローバルネットワーク

の情報セキュリティ部門であるNetwork 

Information Security（NIS）と各国のメン

バーファームが一体となって情報セキュリ

ティ強化に取り組んでいます。 PwCグロー

バルネットワーク全体での取り組みによ

り、世界的に最新かつ高度な技術を用い

た対策を迅速に導入することができ、個々

のメンバーファームが独自に取り組む場合

よりもさらに高い情報セキュリティレベル

を確保できるようになります。 PwC Japan

もNISと一体となってセキュリティ強化に

取り組むことで、ゼロトラスト・セキュリティ

モデルに基づいたサイバーセキュリティ対

策を迅速に導入し、次々と出現する新たな

脅威に適時に対応しています。

　これらの技術的な対策に加えて、NISと

統合した情報セキュリティ組織および

PwC Japan CSTO（Chief Security and 

Trust Officer）を設置し、組織的・人的情報

セキュリティ対策の導入も進めています。 

PwCグローバルネットワークの統一基準

による情報セキュリティアセスメントや統

一コンテンツによる教育・訓練の実施など

により、情報セキュリティリスクの把握およ

び社員の意識の向上に取り組んでいます。

　このような取り組みを通して、PwC 

Japanでは、クライアントの情報を守る堅

牢な情報セキュリティの継続的な確保に

努めています。

クライアントの情報を守る堅牢な情報セキュリティ

　PwC Japanは、クライアントの信頼に応

えるために品質管理が最も重要だと考え

ています。

　アシュアランスサービスを提供する法人

では、高品質な監査が実践できるように、

リーダーシップチームが主導してリスクや

課題を洗い出し、これに対応する統制を設

計運用していく品質管理システムの設定

および評価を行うQMSEと呼ぶフレーム

ワークを導入しています。また、品質管理

の一環として、監査事務所の品質管理体

制および個別の監査業務に関する定期的

検証を実施しています。 法人運営に関する

透明性を確保し、ステークホルダーに対す

る説明責任を果たすため、「監査品質に関

する報告書」で法人の取り組みを開示して

います。

　コンサルティング、ディールアドバイザ

リーを提供する法人では、クライアントの

ニーズに応じた高品質なサービスの提供

を第一に掲げています。 各業界や技術分

野の専門家をメンバーに加えて案件ごと

に最適なチームを編成し、PwCのグロー

バルネットワークと緊密に連携して情報や

ナレッジをアップデートしています。 さらに

専門家による内部品質管理評価や内部基

準に従ったコンプライアンス評価を実施

し、品質に関わる内部チェックを徹底して

います。

　税務サービスを提供する法人では、クオ

リティレビュー・各種リスクマネジメントポ

リシーに基づくチェックの他、税務行動基

準に則り法令の規定および倫理上問題の

ある税務上の取り扱いの有無も検証さ

れ、法令の水準を上回る品質管理を多角

的に行っています。

　法務サービスを提供する法人では、税

務サービスとほぼ同じ高い基準である内

部の品質管理基準・品質管理手続の適用

がある他、クロスボーダー案件などでは適

用法令だけでなく各国法令の趣旨・各国

職業倫理規則に則り、利害関係者が十分

に納得できるサービス品質の維持・向上に

努めています。

クライアントの信頼に応える厳格な品質管理
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PwC Japanグループの組織と体制

Organisation
07  Governance & Organisation

PwC Japanグループ

PwC Japan有限責任監査法人

PwCコンサルティング合同会社

PwCアドバイザリー合同会社

PwC税理士法人

PwC弁護士法人

PwC Japan合同会社※

PwC総合研究所合同会社

PwCサステナビリティ合同会社

PwCビジネスアシュアランス合同会社

PwCビジネスソリューション合同会社

PwC社会保険労務士法人

PwCアウトソーシングサービス合同会社

※日本におけるPwCメンバーファーム向けのコーポレート業務を提供

私たちは、グローバルネットワークと連携しながら、
多様な専門家がスクラムを組んで昨今の複雑な課題に対応しています。
同時に、私たちのサービスの基盤となる品質とガバナンスを実現するために、
最適な組織体制とリーダーシップチームを構築しています。

　PwC Japanグループは、日本におけ

るPwCグローバルネットワークのメン

バーファームおよびそれらの関連会社

の総称です。 各法人は独立した別法人

として事業を行っています。 複雑化・多

様化する企業の経営課題に対し、PwC 

Japanグループでは、監査およびアシュ

アランス、コンサルティング、ディールア

ドバイザリー、税務、そして法務におけ

る卓越した専門性を結集し、それらを有

機的に協働させる体制を整えています。 

公認会計士、税理士、弁護士、その他専

門スタッフ約11,500人を擁するプロ

フェッショナル・サービス・ネットワーク

として、クライアントニーズに的確に対

応したサービスの提供に努めています。

　PwCは、日本企業の課題解決を支援

するため、Japanese Business Network

（JBN）を組織しています。 JBNは日本

に統括本部を構え、世界41カ国に日本

人を含むさまざまな分野の専門家を配

し、現地のビジネスや文化に即したきめ

細かなサービスを日本語で提供してい

ます。 また世界151カ国に約364,000人

のスタッフを擁するPwCのグローバル

ネットワークを通じて各国の情報と動

向を本部に集約、世界経済の情勢を的

確に把握し、経営戦略に資する情報を

クライアントにタイムリーに提供してい

ます。

Our capabilities & services

PwC Japanグループでは、ますます複雑化する経営課題に応じてさまざまな業界や
多岐にわたる分野の専門家が融通無碍にスクラムを組み、人ならではの発想力や
経験とテクノロジーによるイノベーションを融合しながら、クライアントの持続的な
成長とその基盤となる信頼の構築を支援しています。

Deals platfo
rm

Data and 

analytics/AI Lab

Digital trust

Ri
sk

 a
nd

 
go

ve
rn

an
ce

Sustainability

PwC Japan
グループ
の注力分野

デジタル時代の信頼
「Digital trust」構築を推進

ディールを通じたValue Creation
（価値創造）を実現

長期的な企業価値向上の
ための本質的な
サステナビリティ経営を実現

インシデント対応の各段階に
応じたサービスで日本企業の

信頼および企業価値向上を支援

データ資産を最大限に
活用しビジネスにおける

価値創造を促進

Priority Services

アシュアランス／財務報告アドバイザリー、 リスク・アシュアランス

コンサルティング

ディールアドバイザリー

税務コンサルティング／税務申告書作成

法務サービス

自動車／重工業・産業機械／化学

医薬・ライフサイエンス／ヘルスケア

エネルギー・資源 ／建設／航空・運輸・物流

消費財・小売・流通／テクノロジー

情報通信／エンタテイメント&メディア

ホスピタリティ＆レジャー／総合商社／不動産

製造・流通・サービス

C
apabilities

Industries

各業界に精通した専門チームが連携し、破壊的変革がもたらす新たな課題の解決を支援します

金融サービス／銀行・証券 保険／資産運用

金　融

政府・公的機関 
（国際機関・NPO／NGO・教育含む）

都市・インフラストラクチャー

官公庁・公的機関・インフラ

PwC Japanグループについて

Japanese Business Network（JBN）
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PwC Japanグループ執行体制

PwC Japanグループの執行部は、各サービスライン領域を統括する責任者等で構成されています。

グループ代表およびグループマネージングパートナーがグループ全体の一貫性と各法人の主体性の確保、

さらにはPwCグローバルネットワークとの連携をリードし、PwCのPurposeを追求しています。

PwC Japanグループ執行体制についての詳細は、右記URLをご参照ください。

Our Leadership Team
07  Governance & Organisation

https://www.pwc.com/jp/ja/about-us/pwc-japan-new-executives.html

井野  貴章

アシュアランス

PwC Japan有限責任監査法人
代表執行役
PwCビジネスアシュアランス合同会社
代表執行役
PwCサステナビリティ合同会社
代表執行役
PwC総合研究所合同会社
代表執行役

大竹  伸明

コンサルティング

PwCコンサルティング合同会社
代表執行役 CEO

出澤  尚

グループマネージングパートナー
（オペレーション）

PwC Japan合同会社
執行役副代表

木村  浩一郎

グループ代表

PwC Japan合同会社
代表執行役

亀井  大祐

チーフ・ファイナンス・オフィサー

PwC Japan合同会社
パートナー

和田  渉

チーフ・リスク・オフィサー
リスクアンドクオリティリード

PwC Japan有限責任監査法人
パートナー

渡部  達

チーフ・インフォメーション・オフィサー

PwC Japan合同会社
パートナー
PwCコンサルティング合同会社
パートナー

北村  導人

リーガル

PwC弁護士法人
代表

佐々木  亮輔

チーフ・ピープル・アンド・カルチャー・
オフィサー

PwC Japan合同会社
執行役常務

谷口  洋一郎

ゼネラル・カウンセル

PwC Japan合同会社
パートナー

森下  幸典

マーケットリーダー

PwC Japan合同会社
執行役常務

久保田  正崇

アシュアランス

PwC Japan有限責任監査法人
執行役副代表
PwCビジネスアシュアランス合同会社
執行役副代表

鹿島  章

グループマネージングパートナー
（戦略、マーケット）

PwC Japan合同会社
執行役副代表
PwCコンサルティング合同会社
会長
PwC Japan有限責任監査法人
執行役

吉田  あかね

ディールアドバイザリー

PwCアドバイザリー合同会社
代表執行役

高島  淳

タックス

PwC税理士法人
代表

Ian Prideaux

ネットワーク・リエゾン

PwCグローバルネットワーク
パートナー
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General Oversight
Committee
PwC Japanグループガバナンス体制

07  Governance & Organisation

PwCコンサルティング合同会社
足立  晋
コンサルティング

PwC Japan有限責任監査法人
木内  仁志
アシュアランス

PwC Japan有限責任監査法人
梅木  典子
アシュアランス

PwCコンサルティング合同会社
Sean King
コンサルティング

PwC Japanグループガバナンス体制についての詳細は、下記URLをご参照ください。
https://www.pwc.com/jp/ja/about-us/general-oversight-committee.html

General Oversight Committeeは、PwC Japanグループの

各領域を代表するパートナーにより構成された合議体です。

PwC Japanグループ執行体制の活動を監視・監督し、グループ内連携のガバナンスを推進します。

議　長 委　員

PwC税理士法人
Stuart Porter
タックス

委　員

PwC税理士法人
箱田  晶子
タックス

委　員

PwC Japan有限責任監査法人
武村  明徳
アシュアランス

委　員

PwCアドバイザリー合同会社
川村  健
ディールアドバイザリー

委　員

委　員 委　員
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